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　はじめに

　不動産の譲渡に関しては、土地の測量調査費用や所有権移転登記をするための登記費用（不動産登録免許税・司法書士の報酬等）、また年の中途において売買した場合の固定資産税の負担等さまざまな諸費用が生ずる。これらの諸費用は、譲渡者が負担するべきなのかあるいは譲受者が負担するのべきなのかの取扱いについて、契約の際の留意点ならびに税務上の取扱いについて検討してみることとする。

1. 契約における費用の取扱い

不動産の売買契約締結に際しては、後記の通りさまざまな費用が発生する。その費用を譲渡者と譲受者が負担するのかについては、当事者間で定めた特約があれば、これに従って定めることなる。これに対して、特約がない場合については、民法558条が「売買契約に関する費用は当事者双方平分してこれを負担す。」と定めているので、譲渡者と譲受者が半分づつ負担することとなる。ただし、同条については、当事者間で反対の意思が表明されている場合には適用されない、いわゆる任意規定である。したがって、あくまで当事者間に特約がない場合に限り、これに従うこととなる。同条が当事者平分負担を定めているのは、売買契約においては一般に譲渡者と譲受者双方が平等の利益を売るはずであるからだといわれている。そして、同条にいう「売買契約に関する費用」とは、売買契約締結のための費用のことをいう。

ただし、ここで注意しなければならないのは、契約の履行に関する費用との区別である。代金支払や目的物引渡しのためにかかる費用は、履行費用にあたり、特約がないかぎり、それぞれ義務を負っている側（前者の場合は譲受者、後者の場合は譲渡者）が負担することとなる。民法485条（弁済の費用に付き別段の意思表示なきときはその費用の債務者之を負担す。但債権者が住所の移転その他の行為によりて弁済の費用を増加したるときはその増加額は債権者之を負担す）

諸費用例

土地の売買契約にかかる費用としては、次のようなものが考えられる。

· 土地の測量等の調査費用

· 土地価格を鑑定してもらった場合の鑑定費用

· 売買契約に貼用する印紙代

· 契約に弁護士の立会を依頼した場合の弁護士費用

· 公正証書を作成した場合の手数料

· 仲介者（不動産業者）を用いた場合の報酬

· 所有権移転登記をするための費用（不動産登録免許税・司法書士の報酬等）

　　以上の諸費用に関しては、売買契約をすれば必ず、かかるというわけではない。現実にかかった場合、これらが「売買契約に関する費用」にあたるかが問題となる。

まず、契約書に貼用する印紙代や公正証書を作成した場合の手数料が、「売買契約に関する費用」に含まれることは問題ない。これに対して、調査費用（土地家屋調査士の報酬等）、鑑定費用（不動産鑑定士の報酬等）、弁護士費用、仲介業者の報酬等については、当事者双方が合意の上で依頼した場合には「売買契約に関する費用」に含まれ、平分負担となると考えるべきである。どちらか一方が相手方の同意なしに依頼した場合には、その依頼した一方のみが費用を負担するのが当然と考えられるからである。

　一方、登記費用に関しては、見解の分かれるところである。これが、弁済の費用ではなく、「契約締結に関する費用」にあたるとの判決（大判大七・一一・民録二四・二一〇一）がでている。これに対して、履行費用と考える学説も有力である。履行費用と考えた場合には、特約がない限り、移転登記をする義務を負った譲渡者の負担となる。

　しかし、実際の取引においては、登記をすることで利益を受ける譲受者の側が登記費用を負担しているのが実情である。

2. 諸費用に関する契約書の記載

土地売買の契約書において、諸費用の負

担については必ず記載される事項である。

　契約書記載例

　売主甲と、買主乙は、次の条項の通り売買契約を締結する。

第1条 甲は乙に対し、本日甲所有の末尾記載の土地（以下本件土地という）を売却し、乙はこれを購入する。

　　　　　　（中途条項省略）

第5条 甲は、受領期日までに、その費用を自ら負担して、本件土地と隣地との境界を確定するとともに、本件土地を測量して、実測図面を作成し、これを乙に交付する。

第6条 本件土地に対する公租公課は、引渡の日まで分を甲の負担とし、その翌日以降の分を乙の負担とする。

第7条 本件土地の所有権移転登記手続きに要する登録免許税・司法書士の報酬その他の費用は、全て乙の負担とし、本契約書に貼付する印紙税は、甲・乙折半して負担する。

　上記の契約書は一例であるが、第5条における測量費用および第七条における登記費用等に関する諸費用に付いては契約書上どちらの負担になるかはさまざまである。ただし、公租公課については一般的に引渡の日を境として費用按分するのか慣習のようである。これに関する地方税の取扱いは特段定められていない。あくまで、固定資産税の納税義務者は賦課期日（1月1日）における名義人である。したがって、契約当事者が公租公課を按分計算によって負担することは、単なる不動産取引における慣行である。ただし、配分する計算の起算日を１月１日とするものと４月１日とするものがあり、いまだ一般的な慣行として確立されていない部分もあるため、明示しておく必要がある。

3. 税務上の取扱い

1 固定資産税精算金の取扱い

譲渡者が、土地の売買において譲受者よ

り、引渡以後に相当する固定資産税の金額を受取った場合の譲渡所得の計算

　上記2に記載の通り、固定資産税は、毎年1月1日現在の固定資産の所有者に賦課される税金であり、仮にそれ以降に所有者が異動しても固定資産税の納税義務に変動はない。従って、この場合、譲受者に固定資産税の納税義務はなく、単にその金銭の授受は売買にかかる一つの条件にすぎず、譲渡収入を構成するものである。

また、譲受者においてこの金額は、資産の取得費に含めることとなる。

末経過固定資産税等の取扱い

（消費税基本通達10-1-6）

固定資産税、自動車税等（以下10-1-6において「固定資産税等」という。）の課税の対象となる資産の譲渡に伴い、当該資産に対して課された固定資産税等について譲渡のときにおいて末経過分がある場合で、その末経過分に相当する金額を当該資産の譲渡について収受する金額とは別に収受している場合であっても、当該末経過分に相当する金額は当該資産の譲渡の金額に含まれるのであるから留意する。

（注）資産の譲渡を受けたものに対して課されるべき固定資産税等が、当該資産の名義変更をしなかったこと等により当該資産の譲渡をした事業者に対して課された場合において、当該事業者が当該譲渡を受けた者から当該固定資産税等に相当する金額を収受するときには、当該金額は資産の譲渡等の対価に該当しないのであるから留意する。

2 譲渡税等の買主負担の取扱い

譲渡に際して譲渡者に発生する所得税・住民税の負担を買主にもとめる条件をつけた場合の譲渡所得税の計算

不動産取引において、特約条項等を定め、本来譲渡者が負担すべき所得税・住民税についても譲受者が負担する旨の約定をし、支払が行われる場合がある。本来キャピタツゲインについて発生する譲渡税については、譲渡者が負担するものであるから、この付帯収入はあくまで譲渡収入を構成するものである。したがって、譲渡所得の計算上売却価額にこの付帯収入を加算して計算する必要が生じることとなる。

3 抵当権抹消登記費用の取扱い

　売却に伴い、譲渡者が抵当権の抹消登記を行い、費用を負担した場合の譲渡所得の計算　

土地を売却する際に抵当権が設定されていた場合、当然に抹消登記を入れた後売却をすることとなる。抹消登記に要する費用負担者については、当然に譲渡者となる。ここで問題となるのは、譲渡者が譲渡をするためにかかった費用として譲渡所得の金額から控除できるかである。

抵当権を抹消することは、土地を売却するために当然に必要なことであるとしても、土地を譲渡するために直接必要な費用とはいえないことから譲渡所得の計算上控除の対象とはならない。

譲渡費用の範囲（所得税基本通達33-7）

「資産の譲渡に要した費用」とは、資産の譲渡にかかる次に掲げる費用（取得費とされるものを除く。）をいう。

（1）資産の譲渡に際して支出した仲介手数料、運搬費、登記若しくは登録に要する費用その他当該譲渡のために要した費用

（2）（1）に掲げる費用のほか、借家人等を立ち退かせるための立退き料、土地を譲渡するためその土地の上にある建物等の取り壊しに要した費用、既に売買契約を締結している資産を更に有利な条件で他に譲渡するため当該契約を解除したことに伴い支出する違約金その他当該資産の譲渡に際して支出した費用

（注）譲渡資産の修繕費、固定資産税その他その資産の維持又は管理に要した費用は、譲渡費用に含まれないことに留意する。

4 取得のための訴訟費用等の扱い

　土地の売買契約に伴い、譲受者が取得に関して所有権等を確保するために要した訴訟費用及び弁護士費用を負担した場合の譲渡所得の計算

　土地取得に絡む所有権留保に伴う争いはしばしばみうけられる。ただし、その争いが売買に伴うものなのか、譲渡契約の効力の有効性に伴うものか、遺産分割に伴うものかあるいはすでに取得している土地についての維持管理に関するものかによる取扱いが違ってくることに注意が必要である。譲渡所得の計算上、取得費又は譲渡費用を構成しうるものはあくまで取得のため又は譲渡のために直接要した金額である。したがって、売買に伴うもの及び譲渡契約の効力に関する紛争において契約が成立することになった場合については直接要した費用として認められることとなる。

　所有権等を確保するために要した訴訟費用等（所得税基本通達38-2）

　取得に関し争いのある資産につきその所有権等を確保するために直接要した訴訟費用、和解費用等の額は、その支出した年分の各種所得の金額の計算上必要経費に算入されたものを除き、資産の取得に要した金額とする。

　民事事件に関する費用

（所得税基本通達37-25（2）注）

　譲渡契約の効力に関する紛争において当該契約が成立することとされた場合の費用は、その資産の譲渡にかかる所得の金額の計算上譲渡に要した金額とされる。

　おわりに

　以上、土地の売買に関して発生する諸費用に関する法的な取扱いおよび税務上の取扱いについてみてきた。民法上の規定においてはあくまで、諸費用は平分負担とされている。しかしながら、実際の取引における慣行によっているところが多い。トラブルを防止する上でも費用負担者についてはそれぞれについて、売買契約締結時に取決めを行い、契約書への確実な明記が必要となってくる。そして、諸費用の負担が明記されたとしても、それに伴う税務上の取扱いについては十分な注意が必要である。譲渡収入を構成するのか、譲渡費用あるいは取得費となるのか、また譲渡者が負担したのかあるいは譲受者が負担したものなのか、諸費用のそれぞれについて調査する必要があるといえよう。
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